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議第７１号

財産の無償譲渡について

次のとおり財産を無償で譲渡する。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

１ 財産の内容

種類 所 在 地 地 目 地積（公簿・㎡）

土地 十市町１１１９番４ 雑種地 １３２．００

２ 目 的 上記財産は下記相手方が所管する河川敷内に所在しており、管理上、

河川管理者側で所管することが妥当と判断し、同敷地に編入するため

３ 譲渡の相手方 国（国土交通省）

理由 財産を無償で譲渡することについて、地方自治法第９６条第１項第６号の規定に基

づき、議会の議決を求めるもの
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議第７２号

橿原市香久山体育館、橿原市万葉の丘スポーツ広場、香久山公園、橿原市ひ

がしたけだドーム、東竹田近隣公園、橿原市曽我川緑地体育館、曽我川緑地

及び橿原市中央体育館の指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定するものとする。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

１ 施設の名称 橿原市香久山体育館、橿原市万葉の丘スポーツ広場、香久山公園、橿

原市ひがしたけだドーム、東竹田近隣公園、橿原市曽我川緑地体育館、

曽我川緑地及び橿原市中央体育館

２ 指定する団体 大阪市中央区北浜四丁目１番２３号

ミズノスポーツサービス株式会社

代表取締役 篠村 嘉将

３ 指定の期間 令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで

理由 指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議

会の議決を求めるもの
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議第７３号

橿原運動公園の指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者を指定するものとする。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

１ 施設の名称 橿原運動公園

２ 指定する団体 ＳＡＰ橿原運動公園共同事業体

（代表者）東京都北区王子３－１９－７

株式会社サンアメニティ

代表取締役 吉澤 幸夫

（構成員）橿原市醍醐町２９６番地の１

アスカ美装株式会社

代表取締役社長 森脇 大統

（構成員）橿原市新賀町４４８－１４

ＮＰＯ法人ポルベニルカシハラスポーツクラブ

理事長 福西 達男

（構成員）大阪市中央区南新町２－３－７

株式会社サンアメニティ大阪

代表取締役 加藤 隆志

３ 指定の期間 令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで

理由 指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議

会の議決を求めるもの
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議第７４号

今井まちなみ交流センター及び今井まちなみ広場の指定管理者の指定につい

て

次のとおり指定管理者を指定するものとする。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

１ 施設の名称 今井まちなみ交流センター及び今井まちなみ広場

２ 指定する団体 橿原市今井町２丁目３番５号

一般社団法人 橿原市観光協会

会長 中谷 昌紀

３ 指定の期間 令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

理由 指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議

会の議決を求めるもの
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議第７５号

新沢千塚古墳群公園及び橿原市新沢千塚公園拠点施設の指定管理者の指定に

ついて

次のとおり指定管理者を指定するものとする。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

１ 施設の名称 新沢千塚古墳群公園及び橿原市新沢千塚公園拠点施設

２ 指定する団体 かしはらパークライフ創発パートナーズ

（代表者）大阪市中央区北浜四丁目１番２３号

美津濃株式会社

代表取締役社長 水野 明人

（構成員）大阪市中央区北浜四丁目１番２３号

ミズノスポーツサービス株式会社

代表取締役 篠村 嘉将

（構成員）東京都世田谷区代沢三丁目２０番５号

株式会社ＯＵＴＤＯＯＲ ＬＩＶＩＮＧ

代表取締役 湶 喜子

３ 指定の期間 令和４年４月１日から令和１９年３月３１日まで

理由 指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議

会の議決を求めるもの
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議第７６号

市道路線の認定について

次のとおり市道路線を認定する。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

認定する路線

路線

番号
路 線 名 起 点 終 点

重要な

経過地

1691 上品寺町４８号線
上品寺町１１０番先

から

上品寺町１１０番先

まで
―

3737 四条町３８号線
四条町３７８番先か

ら

四条町３７８番先ま

で
―

3738 東坊城町５３号線
東坊城町５３９番先

から

東坊城町５３９番先

まで
―

4462 和田町１２号線
和田町１２３番先か

ら

和田町１２３番先ま

で
―

4463 和田町１３号線
和田町１２３番先か

ら

和田町１２３番先ま

で
―

理由 市道路線の認定について、道路法第８条第２項の規定に基づき、議会の議決を求め

るもの
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（議第７６号の資料）

認定する路線

路線

番号
路 線 名

延 長

（ｍ）

幅 員

（ｍ）

1691 上品寺町４８号線 103.7 6.0

3737 四条町３８号線 111.1 6.0

3738 東坊城町５３号線 127.2 6.0

4462 和田町１２号線 71.4 6.0

4463 和田町１３号線 56.1 6.0
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議第７７号

奈良広域水質検査センター組合を組織する構成団体数の減少及び規約の変更について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、関係地方公共団体との協議により、令和４年４月１日から、川西町、三宅町及び田原本町

を奈良広域水質検査センター組合から脱退させ、これらの町をもって設置される磯城郡水道企業団を加入させることについて、及び同組合の規約を次のとおり変更する

ことについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。

令和３年１２月６日提出

橿原市長 亀田 忠彦

奈良広域水質検査センター組合規約の一部を変更する規約

奈良広域水質検査センター組合規約（平成７年４月１日奈良県指令地第１号）の一部を次の表のように変更する。

（下線部分は改正部分）

新旧対照表

改 正 前 改 正 後

（組合を組織する団体）

第２条 組合は、別表第１に掲げる市町村をもって組織する。

（議会の組織）

第５条 （略）

２ 前項に規定する組合会の議員は、別表第２に定める地区ごとにそれぞれ１人ずつ互選

される市町村の長をもってこれに充てる。

（失職）

第６条 （略）

２ 組合会の議員の任期は、それぞれ当該議員が市町村の長に在任する期間とする。

（補欠）

（組合を組織する団体）

第２条 組合は、別表第１に掲げる市町村及び一部事務組合（以下「組合市町村」とい

う。）をもって組織する。

（議会の組織）

第５条 （略）

２ 前項に規定する組合会の議員は、別表第２に定める地区ごとにそれぞれ１人ずつ互選

される組合市町村の長をもってこれに充てる。

（失職）

第６条 （略）

２ 組合会の議員の任期は、それぞれ当該議員が組合市町村の長に在任する期間とする。

（補欠）
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改 正 前 改 正 後

第７条 組合会の議員に欠員が生じたときは、当該議員が互選された地区の市町村の長の

うちから新たに議員を互選する。

（組合の執行機関）

第１０条 （略）

２ 管理者は、組合会において、組合を組織する市町村（以下「組合市町村」という。）

の市長から選挙する。

３ 副管理者は、組合会において、組合市町村の町長及び村長からそれぞれ１人を選挙す

る。

４～７ （略）

（経費の負担区分）

第１５条 施設整備負担金の負担は、次の割合によるものとする。

給水人口割 ４０％ 給水人口（最新の厚生労働省統計による。ただし、平成１３年以

前に発行された厚生省統計は、厚生労働省統計とみなす。以下この条において同

じ。）５千人以上の市町村１．０に対し、

給水人口５千人未満３千人以上の市町村０．８、

給水人口３千人未満１千人以上の市町村０．５、

給水人口１千人未満の市町村０．２とする。

規模割 ４０％ 年間有収水量（最新の厚生労働省統計値の過去３箇年の平均した水量

とする。ただし、平成１３年以前に発行された厚生省統計は、厚生労働省統計とみな

す。第２項において同じ。）による。

施設数割 ２０％ 定期水質検査が必要な浄水に係る施設（前々年度末現在の既認可水

道事業の施設の規模に応じて、浄水場・配水システムごとに選定する。）による。

第７条 組合会の議員に欠員が生じたときは、当該議員が互選された地区の組合市町村の

長のうちから新たに議員を互選する。

（組合の執行機関）

第１０条 （略）

２ 管理者は、組合会において、組合市町村の市長から選挙する。

３ 副管理者は、組合会において、組合市町村の町長（一部事務組合の長を含む。第５項

及び第６項において同じ。）及び村長からそれぞれ１人を選挙する。

４～７ （略）

（経費の負担区分）

第１５条 施設整備負担金の負担は、次の割合によるものとする。

給水人口割 ４０％ 給水人口（最新の厚生労働省統計による。以下この条において同

じ。）５千人以上の組合市町村１．０に対し、

給水人口５千人未満３千人以上の組合市町村０．８、

給水人口３千人未満１千人以上の組合市町村０．５、

給水人口１千人未満の組合市町村０．２とする。

規模割 ４０％ 年間有収水量（最新の厚生労働省統計値の過去３箇年の平均した水量

（水道事業開始後の期間が３箇年未満の一部事務組合にあっては、３箇年に不足する

期間の当該一部事務組合を組織するそれぞれの市町村の当該期間の水量を加えて平均

した水量）とする。第２項において同じ。）による。

施設数割 ２０％ 定期水質検査が必要な浄水に係る施設（前々年度末現在の既認可水

道事業の施設の規模（前々年度末現在の既認可水道事業の施設がない一部事務組合に
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改 正 前 改 正 後

２ （略）

別表第１（第２条関係）

大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市

葛城市 宇陀市 山添村 平群町 三郷町 斑鳩町 安堵町 川西町 三宅町 田原本町

曽爾村 御杖村 高取町 明日香村 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 吉野町 大淀町

下市町 黒滝村 天川村 野迫川村 十津川村 下北山村 上北山村 川上村 東吉野村

あっては、当該一部事務組合を組織する市町村の前々年度末現在の既認可水道事業の

施設の規模を合計した規模）に応じて、浄水場・配水システムごとに選定する。）に

よる。

２ （略）

別表第１（第２条関係）

大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市

葛城市 宇陀市 山添村 平群町 三郷町 斑鳩町 安堵町 曽爾村 御杖村 高取町

明日香村 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 吉野町 大淀町 下市町 黒滝村 天川村

野迫川村 十津川村 下北山村 上北山村 川上村 東吉野村 磯城郡水道企業団

別表第２（第５条関係）

地 区 地 区 の 区 域

（略）

山 辺 地 区 天理市 山添村 川西町 三宅町 田原本町

（略）

別表第２（第５条関係）

地 区 地 区 の 区 域

（略）

山 辺 地 区 天理市 山添村 磯城郡水道企業団

（略）

附 則

この規約は、令和４年４月１日から施行する。
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理由 奈良広域水質検査センター組合の構成団体である川西町、三宅町及び田原本町が組織する磯城郡水道企業団の水道事業開始に伴い、令和４年４月１日から水道水質検査を同組合

構成団体と共同して実施するため、同組合の構成団体について変更が生じるため、所要の変更を行うもの


